
 

令和７年度 埼玉県障害者社会参加推進センター運営事業等 

 業務委託企画提案競技実施要項 

 

１ 目的 

  この要項は、令和７年度埼玉県障害者社会参加推進センター運営事業、障害者生活訓

練事業、オストメイト社会適応訓練事業、埼玉県障害者 IT サポートセンター運営事業、

障害者スマホ教室開催事業、音声機能障害者発声訓練・指導者養成事業（以下「埼玉県

障害者社会参加推進センター運営事業等」という。）に係る企画提案競技を実施するため

に必要な事項を定める。 

 

２ 委託対象業務 

（１）業務名 

 ア 埼玉県障害者社会参加推進センター運営事業 

イ 障害者生活訓練事業 

ウ オストメイト社会適応訓練事業 

 エ 埼玉県障害者 IT サポートセンター運営事業 

 オ 障害者スマホ教室開催事業 

カ 音声機能障害者発声訓練・指導者養成事業 

（２）業務内容 

   別紙仕様書のとおり 

（３）契約期間 

   令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

（４）委託料上限額 

  ア 埼玉県障害者社会参加推進センター運営事業 

    ５，１３０，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

イ 障害者生活訓練事業 

    １，５３９，０００円（消費税及び地方消費税は非課税） 

ウ オストメイト社会適応訓練事業 

    ３８２，０００円（消費税及び地方消費税は非課税） 

  エ 埼玉県障害者 IT サポートセンター運営事業 

２，８７８，０００円（消費税及び地方消費税は非課税） 

  オ 障害者スマホ教室開催事業 

    ３３０，０００円（消費税及び地方消費税は非課税） 

カ 音声機能障害者発声訓練・指導者養成事業 

５２２，０００円（消費税及び地方消費税は非課税） 



 

・ この金額は契約金額の限度額を示すものであり、埼玉県がこの金額で契約するこ

とを約束するものではない。 

  ・ 見積額が上限額を超えた場合は、「６ 業務委託先候補事業者の選定」対象としな

い。 

  ・ 企画提案が採用された事業者に対しては、業務内容を調整の上、再度、見積書の

提出をお願いする。 

 

３ 参加資格 

  営利法人、非営利法人（医療法人、社会福祉法人、特定非営利活動法人等）、その他知

事が適当と認める法人及び団体であって、本要項２（１）ア及びイの業務については次

の（１）～（４）の各号のすべてを、ウ、エ、オ及びカの業務については（１）～（３）

の各号のすべてを充たすものとする。 

（１）国又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を、過去５年間に２回以

上全て誠実に履行していること。 

（２）令和７年４月１日から埼玉県全域において事業を開始することが可能であること。 

（３）次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により埼玉

県における一般競争入札等の参加を制限されている者。 

イ 埼玉県財務規則（昭和３９年埼玉県規則第１８号。以下「財務規則」という。）第 

   ９１条の規定により、埼玉県の一般競争入札に参加を制限されている者。 

ウ 埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成２１年３月３１日付け入審

５１３号）に基づく入札参加停止措置を受けている者。 

エ 埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成２１年４月１日付け入審台９７号）

に基づく入札参加除外措置を受けている者。 

オ 破産法（平成１６年法律第７５号）による破産手続き開始の申立て、民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）による再生手続き開始の申立て又は会社更生法（平

成１４年法律第１５４号）による更生手続き開始の申立てがなされている者。 

カ 法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税等の納付すべき

税金を滞納している者。 

（４）埼玉県内の障害者福祉団体であること。 

 

４ スケジュール 

令和７年３月１２日（水）      募集要項等の公示 

令和７年３月２４日（月）正午    企画提案書の受付期限 

令和７年３月下旬          業務委託先候補事業者選定委員会の開催 

令和７年３月下旬          委託先候補事業者選定結果の通知 



 

 

５ 企画提案書の提出 

（１）提出書類 

ア 企画提案書（様式１） 

イ 事業の実施体制（様式２） 

ウ 法人又は団体の概要書（様式３及び法人の概要がわかる資料・パンフレット等） 

エ 参考見積書（様式任意） 

※委託料の総額のほか、人件費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料等の経費

区分の積算がわかるようにすること。 

オ 定款又は寄付行為又はこれに準ずるもの（写しも可） 

※企画提案者は２（１）ア～カのいずれかの業務１つのみに応募することも、複数の

業務に応募することも可能であるが、ウ「法人又は団体の概要書」及びオ「定款又

は寄付行為又はこれに準ずるもの」以外の書類は応募する業務ごとに提出すること。 

（２）提出方法 

県庁ファイル便（送信の準備ができたら（４）の提出先に連絡すること） 

持参又は郵送による提出は認めない。 

（３）提出期限 

令和７年３月２４日（月）正午 

（４）提出先 

埼玉県福祉部障害者福祉推進課 社会参加推進・芸術文化担当 

〒330-9301 さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

電 話 ０４８－８３０－３３０９ 

ＦＡＸ ０４８－８３０－４７８９ 

電子メールアドレス a3310-06@pref.saitama.lg.jp 

 

６ 業務委託先候補事業者の選定 

（１）業務委託先候補事業者の選定方法 

ア 埼玉県が設置する「埼玉県障害者社会参加推進センター運営事業等業務委託先候

補事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）」において、企画提案の審査及

び業務委託先候補事業者の選定を行う。 

イ 埼玉県は、提出された企画提案書及びその他の書類を総合的に評価し、総合点が

最も高く、かつ、別に定める最低基準点を満たした提案者を事業委託先候補事業者

として選定する。なお、選定に当たっては書面審査を実施する。 

ウ 企画提案事業者が１者のみの場合も同様の方法により選定の可否を決定する。 

エ 審査の結果、最低基準点を満たす者がいない場合は再度選定を行うことがある。 

（２）選定委員会による審査  



 

ア 審査項目 

審査項目はおおむね次のとおりとする。 

（ア）適切な人員配置及び事務実施場所が確保できるか。 

（イ）担当者の障害者に関する専門知識は十分であるか。 

（ウ）事業の実績が十分であるか。 

（エ）事業を十分実施できる体制を有しているか。 

イ 審査方法 

書面審査とする。 

（３）選定結果の通知及び公表  

選定結果については、企画提案書の提出者全員に文書で通知するとともに、埼玉

県公式ホームページにおいて公表する。 

 

７ 委託候補者選定後の手続 

委託候補に選定された者は業務内容に関する細目事項について県と協議を行う。その

際、企画提案の内容により仕様書の一部を変更する場合がある。 

協議が整った場合は、委託候補者から改めて見積書を徴収し、見積書を精査の上、随

意契約による委託契約を締結する。 

なお、委託候補者との協議が整わない場合や委託締結までの間に委託候補者に事故が

ある場合は、評価が２番目に高かった者を委託候補者とする。 

 

８ 企画提案競技の停止、中止又は取消し 

（１） 令和７年度歳出歳入予算案が議決されなかったとき又は当該事業費に係る大幅な減

額があったときは、当該企画提案は無効とする。 

（２） 企画提案競技において、不正が行われた事実が明らかになったときは、当該企画提

案競技の決定を取り消す。 

（３）（１）（２）のほか、やむを得ない理由により、企画提案競技を実施することができ

ないと認められる場合は、企画提案競技を停止し、中止し、又は取り消すことがあ

る。 

（４）（１）～（３）により当該企画提案競技に要した費用を埼玉県に請求することはでき

ない。 

 

９ その他 

（１）企画提案競技への参加に係る費用（企画提案書の作成・提出に要する費用等）につ

いては、参加者の負担とする。 

（２）埼玉県に提出された書類については、返却しない。 

（３）企画提案書による提案内容については、埼玉県に帰属する。 



 

 

10 問い合わせ先 

埼玉県福祉部障害者福祉推進課 社会参加推進・芸術文化担当 

電 話 ０４８－８３０－３３０９ 

ＦＡＸ ０４８－８３０－４７８９ 

電子メールアドレス：a3310-06@pref.saitama.lg.jp 


